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令和４年１月 19 日  

各森林管理局 総務企画部長 殿 

計画保全部長 殿 

森林整備部長 殿 

林野庁 林 政 部 林政課長 

国有林野部 業務課長 

国有林野事業の工事及び調査等業務における総合評価落札方式による賃上げ

を実施する企業に対する加点措置の運用の取扱いについて 

「「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置について」の運

用について」（令和３年 12 月 27 日付け３林政政第 471 号林野庁長官通知）が通知され、

総合評価方式によるすべての調達について、総合評価方式の評価項目に賃上げに関する項

目を設けることにより、賃上げ実施企業に対して加点を行うことが定められたところであ

る。 

国有林野事業の工事及び調査等業務の総合評価落札方式における評価点については、下

記を参考にして設定されたい。 

記 

１ 適用対象 

令和４年４月１日以降に契約を締結する総合評価落札方式による工事及び調査等業務 

２ 評価項目及び評価基準 

（１）工事

評価項目及び評価基準については、「国有林野事業の工事に係る競争入札の実施に関

する取扱いについて」（平成 25 年３月 28 日付け 24 林国管第 180 号林政課長通知）第５

の６に基づき森林管理局長等が定める企業に関する評価項目に、次の項目を追加して評

価する。 



 

 

 

 注：別添の別紙１の「従業員への賃金引上げ計画の表明書」（以下「表明書」という。）

に記載した賃上げを実行していない（以下「賃上げ未達成」という。）として財務省

から連絡のあった者が総合評価落札方式による入札に参加する場合、当該連絡のあっ

た日から１年間、当該入札における加点に１点を加えた点を減点する。また、その際

に当該入札者が新たな表明書を提出している場合は、表明による加点と賃上げ未達成

による減点の双方を行う。なお、その結果、加点に係る得点の合計がマイナスとなっ

た場合には加算点を０点とみなす。 

 

（２）調査等業務 

評価項目及び評価基準は、「国有林野事業における建設工事に係る調査等業務の入札

・契約手続について」（平成 22 年３月 18 日付け 21 林国管第 104 号林野庁長官通知）Ⅱ

の４に基づき森林管理局長等が定める企業に関する評価項目に、次の項目を追加して評

価する。 

 注１：◎は必須項目、○は必須以外の項目 

注２：賃上げ未達成として財務省から連絡のあった者が総合評価落札方式による入札に

参加する場合、当該連絡のあった日から１年間、当該入札における加点に１点を加

えた点を減点する。また、その際に当該入札者が新たな表明書を提出している場合

は、表明による加点と賃上げ未達成による減点の双方を行う。なお、その結果、加

点に係る得点の合計がマイナスとなった場合には技術点を０点とみなす。 

評価項目 評価基準 配点 

 

賃上げの実施を

表明した企業等 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与等受給者一人

当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明している

こと【大企業】 

加算点の５％

以上の整数 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与総額を 1.5％以

上増加させる旨、従業員に表明していること【中小企業等】 

上記の内容に該当しない ０ 

評価項目 評価の着

目点 

 評価基準 配点 

企 業

の 実

績 能

力 信

頼 性 

賃 上

げ の

実 施

を 表

明 し

た 企

業 等 

賃上げの

実施の表

明の有無 

Ａ 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与

等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる

旨、従業員に表明していること【大企業】 

○ 技術点の５

％以上の整

数 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与

総額を 1.5％以上増加させる旨、従業員に表明している

こと【中小企業等】 

Ｂ Ａに該当しない ０ 



 

 

 

 

（３）加算点又は技術点の取扱い上の留意点 

配点の満点が加算点又は技術点として認められる上限点を超える場合には、上限点を

満点で除した値に応札者の得点合計を乗じた値を当該応札者の加算点又は技術点とす

る。 

 

３ 技術提案書への添付書類 

賃上げ実施を表明する企業等に対しては、技術提案書に表明書を添付の上、提出する

よう求める。 

なお、表明書については、内容に異同がない場合に限り、当該年度における初参加の

入札へ提出した当該資料の写しの提出をもって代えることができる。 

 

４ 入札説明書等への記載 

工事及び調査等業務の発注に当たっては、別添記載例を参考に入札説明書等に明示

し、入札参加者へ周知の上、実施する。 

 

５ その他 

「「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置について」の

運用について」（令和３年 12 月 24 日付け３予第 1799 号大臣官房参事官（経理））５（１）

の規定による報告については、賃上げ実施の確認書類の提出期限の翌々月の末日までと

し、各森林管理局経理課が取りまとめて林野庁林政課会計経理第１班へ報告する。 

林野庁林政課会計経理第１班は、上記により各森林管理局経理課から報告があった場

合は、前記の期限の直近各四半期（７、10、１、４月）10 日までに、大臣官房予算課会

計指導班へ報告する。 

 

 

附則 

 この通知は、令和４年１月 19 日から適用する。 

 

附則 

 この通知は、令和４年３月 22 日から適用する。 

 

附則 

 この通知は、令和５年３月９日から適用する。 

 

 

担当：林政課 会計経理第１班支出負担行為第２係  

業務課 災害対策分析官、森林土木専門官   



 

 

 

（別添） 

《記載例》 

１ 工事 

【入札公告】 

○工事概要 

 本工事は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う工事である。 

 

【入札説明書】 

○工事概要 

（○）本工事は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う工事である。 

 

○ 総合評価落札方式に関する事項 

（○）評価項目における評価基準及び配点 

 

 （○）賃上げ実施の表明の方法について 

評価項目「賃上げの実施を表明した企業等」で加点を希望する入札参加者は、技術

提案書に別紙１の「従業員への賃金引上げ計画の表明書」（以下「表明書」という。）

を添付の上、提出すること。表明書については、内容に異同がない場合に限り、当該

年度における初参加の入札へ提出した当該資料の写しの提出をもって代えることが

できる。 

また、中小企業等については、表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別

表１」を提出する。 

なお、共同企業体が加点を受けるには各構成員による表明が必要である。 

 

（○）賃上げ実施の確認について 

本項目で加点を受けた契約の相手方に対しては、契約の相手方が提出した表明書に

より表明した率の賃上げを実施したかどうか、契約の相手方の事業年度等が終了した

後、契約担当官等が確認を行うため、別紙２の１又は別紙２の２の「従業員への賃金

引上げ実績整理表」とその添付書類として「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給

評価項目 評価基準 配点 

企業に関

する事項 

賃上げの実施

を表明した企

業等 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で

給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上

増加させる旨、従業員に表明していること【大企業】 

○点（※） 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で

給与総額を 1.5％以上増加させる旨、従業員に表明

していること【中小企業等】 

上記の内容に該当しない ０点 



 

 

 

与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」（別紙４）の提出を求める。 

具体的には、事業年度単位での賃上げを表明した場合においては、賃上げを表明し

た年度とその前年度の「法人事業概況説明書」（別紙３）の「「10 主要科目」のう

ち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」（以下「合計額」という。）

を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較することにより行うこ

ととする。事業年度単位での賃上げを表明した契約の相手方は、上記の資料を決算月

（別紙１に記載の事業年度の終了月）の末日から起算して３ヶ月以内に契約担当官等

に提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は別紙３の「合計

額」とする。 

また、暦年単位での賃上げを表明した場合は、「給与所得の源泉徴収票等の法定調

書合計表」（別紙４）の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「○Ａ俸給、給

与、賞与等の総額」の「支払金額」を「人員」で除した金額により比較することとす

る。暦年単位での賃上げを表明した契約の相手方は、上記の資料を翌年の３月末まで

に契約担当官等に提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は

別紙４の「支払金額」とする。 

ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能とする。 

・ 法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限 

・ 事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ実施期

間とする場合は、事業年度終了後３ヶ月以内 

・ 事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日から３ヶ月

以内 

・ 契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間 

上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、公認会計士等

の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると

認められる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることが

できる。 

また、事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合に

のみ、賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができる。 

① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること 

※  暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われ

ていること。 

② 企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施

月を遅らせていないこと） 

※  この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期間の

終了時が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者により、

上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類等とする。 

なお、上記の確認を行った結果、契約の相手方の賃上げが賃上げ基準に達していな

い場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記の



 

 

 

書類等が提出されない場合であって、契約担当官等が通知する減点措置の開始の日か

ら１年間、当該契約相手方が別途総合評価落札方式による入札に参加する場合には、

減点を行う。 

共同企業体の場合に、実績確認において構成員の一部又は全部の者が未達成となっ

た場合、その後の減点措置は、当該共同企業体、未達成となった構成員である企業及

び未達成となった企業を構成員に含む共同企業体に対して行う。 

この場合における減点の割合は、当該入札における加点に１点を加えた点を減点す

るものとし、その結果、加点に係る得点の合計がマイナスとなった場合には加算点を

０点とみなす。 

ただし、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかった

場合は、減点措置の対象としない。 

（※）○点：加算点の５％以上の整数となるよう設定する。 

 

 

２ 調査等業務 

【入札公告】 

○業務概要 

 本業務は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う業務である。 

 

【入札説明書】 

○ 業務概要 

（○）本業務は、賃上げを実施する企業に対して総合評価における加点を行う業務である。 

 

○ 総合評価落札方式に関する事項 

（○）総合評価における評価項目 

○ 企業の実績、能力及び信頼性に関する事項 

・賃上げの実施の表明 

 

（○）総合評価落札方式における評価基準及び配点 

《企業の実績、能力及び信頼性》 



 

 

 

（○）賃上げ実施の表明の方法について 

評価項目「賃上げの実施を表明した企業等」で加点を希望する入札参加者は、技術

提案書に別紙１の「従業員への賃金引上げ計画の表明書」（以下「表明書」という。）

を添付の上、提出すること。表明書については、内容に異同がない場合に限り、当該

年度における初参加の入札へ提出した当該資料の写しの提出をもって代えることが

できる。 

また、中小企業等については、表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別

表１」を提出する。 

なお、設計共同体が加点を受けるには各構成員による表明が必要である。 

 

（○）賃上げ実施の確認について 

本項目で加点を受けた契約の相手方に対しては、契約の相手方が提出した表明書に

より表明した率の賃上げを実施したかどうか、契約の相手方の事業年度等が終了した

後、契約担当官等が確認を行うため、別紙２の１又は別紙２の２の「従業員への賃金

引上げ実績整理表」とその添付書類として「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給

与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」（別紙４）の提出を求める。 

具体的には、事業年度単位での賃上げを表明した場合においては、賃上げを表明し

た年度とその前年度の「法人事業概況説明書」（別紙３）の「「10 主要科目」のう

ち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」（以下「合計額」という。）

を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較することにより行うこ

ととする。事業年度単位での賃上げを表明した契約の相手方は、上記の資料を決算月

（別紙１に記載の事業年度の終了月）の末日から起算して３ヶ月以内に契約担当官等

に提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は別紙３の「合計

額」とする。 

また、暦年単位での賃上げを表明した場合は、「給与所得の源泉徴収票等の法定調

書合計表」（別紙４）の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「○Ａ俸給、給

与、賞与等の総額」の「支払金額」を「人員」で除した金額により比較することとす

る。暦年単位での賃上げを表明した契約の相手方は、上記の資料を翌年の３月末まで

評価項目 必須 評価基準 配点 

企 業 の

実績、能

力 及 び

信 頼 性

に 関 す

る事項 

賃 上 げ

の 実 施

を 表 明

し た 企

業等 

○ 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与等

受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨、

従業員に表明していること【大企業】 

○点（※） 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与総

額を 1.5％以上増加させる旨、従業員に表明していること

【中小企業等】 

上記の内容に該当しない ０点 



 

 

 

に契約担当官等に提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は

別紙４の「支払金額」とする。 

ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能とする。 

・ 法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限 

・ 事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ実施期

間とする場合は、事業年度終了後３ヶ月以内 

・ 事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日から３ヶ月

以内 

・ 契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間 

上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、公認会計士等

の第三者により、上記基準と同等に賃上げ実績を確認することができる書類であると

認められる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることが

できる。 

また、事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合に

のみ、賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができる。 

① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること 

※  暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われ

ていること。 

② 企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施

月を遅らせていないこと） 

※  この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期間の

終了時が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者により、

上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類等とする。 

なお、上記の確認を行った結果、契約の相手方の賃上げが賃上げ基準に達していな

い場合若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記の

書類等が提出されない場合であって、契約担当官等が通知する減点措置の開始の日か

ら１年間、当該相手方が別途総合評価落札方式による入札に参加する場合には、減点

を行う。 

設計共同体の場合に、実績確認において構成員の一部又は全部の者が未達成となっ

た場合、その後の減点措置は、当該設計共同体、未達成となった構成員である企業及

び未達成となった企業を構成員に含む設計共同体に対して行う。 

この場合における減点の割合は、当該入札における加点に１点を加えた点を減点す

るものとし、その結果、加点に係る得点の合計がマイナスとなった場合には技術点を

０点とみなす。 

ただし、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかった

場合は、減点措置の対象としない。 

（※）○点：技術点の５％以上の整数となるよう設定する。 
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従業員への賃金引上げ計画の表明書 

【大企業用】 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与等受

給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とするこ

とを 

表明いたします。 

従業員と合意したことを表明します。   状況に応じ何れかを選択（※） 

※ 本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明

書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択して

ください。 

 

【中小企業等用】 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）

（又は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与総額

を対前年度（又は対前年）増加率 1.5％以上とすることを 

表明いたします。 

従業員と合意したことを表明します。   状況に応じ何れかを選択（※） 

※ 本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明

書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択して

ください。 

 

【以下は、大企業、中小企業等共通】 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 
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（留意事項） 
１ この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内

容が異なります。 
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載を

してください。 

 
大企業：中小企業等以外の者をいう。 
中小企業等：法人税法第 66 条第２項又は第３項に該当する者をいう。 

ただし、同条第６項に該当する者は除く。 

 
２ 事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況

説明書」を決算月（本表明書に記載の事業年度の終了月）の末日から起算して

３ヶ月以内に契約担当官等に提出してください。 

また、暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の

源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の３月末までに契約担当官等に提出し

てください。 
ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能です。 
・ 法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限 
・ 事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ

実施期間とする場合は、事業年度終了後３ヶ月以内 
・ 事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日か

ら３ヶ月以内 
・ 契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間 
なお、上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、

公認会計士等の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することが

できる書類であると認められる書類等が提出された場合には、当該書類をもっ

て上記書類に代えることができます。 

 
３ 事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合

にのみ、賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができます。 
① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること 
※ 暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが 

行われていること。 
② 企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ

実施月を遅らせていないこと） 
※ この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期
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間の終了時が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者

により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類等とな

ります。 

 
４ 上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行し

ていない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は

上記２若しくは３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該

事実が判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点

又は技術点を減点するものとします。 
  ただし、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができ

なかった場合は、減点措置の対象としないものとします。 

 
５ 上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなります。 
ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点

措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。 



 

（別紙２の１）                             【大企業用】 
 

従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１ 賃上げ実績 
 
前年(度)の給与

等平均受給額 

① 

当年(度)の給与

等平均受給額 

② 

賃上げ率 
（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 
 

 ％ ％ 達成／未達成 

 
２ 使用した書類 
 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷「「４

期末従業員等の状況」の計欄」で算出した金額を前年度と比較する 
 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」÷ 
「人員」で算出した金額を前年と比較する 

 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 

 年 月 日 
 株式会社〇〇〇〇 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 〇〇 〇〇 
 
 
（留意事項） 
・ 前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴収票等

の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 
 



 

（別紙２の２）                           【中小企業等用】 
 

従業員への賃金引上げ実績整理表 
 
１ 賃上げ実績 
 
前年(度)の給与

総額 ① 
当年(度)の給与

総額 ② 
賃上げ率 

（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 
 

 ％ ％ 達成／未達成 

 
２ 使用した書類 
 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」 
で算出した給与総額を前年度と比較する 

 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」 
で算出した給与総額を前年と比較する 

 
（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。 
 
 

 年 月 日 
 株式会社〇〇〇〇 
 （住所を記載） 
 代表者氏名 〇〇 〇〇 
 
 
（留意事項） 
・ 前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴収票等

の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 
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